
○写  

高松市監査委員告示第１４号  

 

 包括外部監査結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治

法第２５２条の３８第６項の規定により、別紙のとおり公表します。  

 

  令和７年３月３日  

 

               高松市監査委員  木   田   一   彦       

同          大  西    均       

同        中  西  俊  介       

同        北  谷  悌  邦       



  

 

 

 

監査結果に基づく措置通知 

（包括外部監査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月３日 

高 松 市 監 査 委 員            

 



平成11年度

行政経費としての補助金の機動性及び委託料の効率性について

措置
通知
№

区分
※

報告書
該当

ページ

措置
通知日

1 指摘 Ｐ14 創造都市推進局 スポーツ振興課 R7.2.10

令和２年度

持続可能な財政運営

措置
通知
№

区分
※

報告書
該当

ページ

措置
通知日

2 意見 Ｐ26

3 意見

P28、P47、P61、
P81、P89、P95、

P98、P127、
P132、P136、
P142、P166

4 意見

P29、P47、P98、
P127、P133、
P136、P180、
P188、P194

5 意見

P29、P66、P76、
P83、P117、

P133、P146、
P170、P188、

P197

6 意見
P30、P126、

P133、P169、
P188、P194

7 意見 P30、P181

8 意見
P31、P66、P128、

P131、P166、
P185、P188

9 意見 Ｐ126 創造都市推進局 スポーツ振興課 R7.1.27

令和３年度

高松市の契約・選定事務

措置
通知
№

区分
※

報告書
該当

ページ

措置
通知日

10 指摘 Ｐ83 総務局 危機管理課 R7.2.5

11 意見 Ｐ66

12 意見 Ｐ72

 監査実施年度

 監査テーマ

項目 所管課等

 監査実施年度

 監査テーマ１

項目 所管課等

補助金交付団体の実績報告書に添付する事業報告書の統一
的ルールを策定すべきもの（高松市民早朝野球大会補助
金）

 監査実施年度

 監査テーマ

項目 所管課等

業務実施報告書に、実際の業務実況の記載を求めることに
ついて（特別定額給付金業務）

選定委員に利害関係のある指定管理者の評価について、公
表対象外の情報を提供することの可否を、再検討すること
について

選定委員の評価により実施者を選定する場合、提案内容に
対する評価と実現可能性に対する評価を区分する方法の導
入検討について

指定管理者が管理する施設を売却する際の手続及び標準ス
ケジュールをあらかじめ検討することについて

複数の部署が管理する同種の施設及び関連の深い施設につ
いて、共同で適正な配置を検討することについて

新設のスポーツ施設の利用率の公表に併せて同種施設の利
用率等を公開することについて

財政局 R7.1.17
財産経営課

ファシリティマネ
ジメント推進室

財政局
財産経営課

ファシリティマネ
ジメント推進室

R7.1.17

ソフトウェア構築の際の委託における適正な評価項目によ
る業者選定について（公共施設マネジメントシステム）

事前に本来用途に使用されなくなることが明確にされた行
政財産の廃止後の活用方法を検討できる仕組みづくりにつ
いて

廃止が必要な施設の優先順位とその理由の公表について

利用頻度が著しく低下した施設の維持管理の適正性を検討
する仕組みづくりについて

地元譲渡とされている施設を実情に合った方向性へ速やか
に転換できる仕組みづくりについて

包括外部監査結果に基づく措置通知一覧
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包括外部監査結果に基づく措置通知一覧

措置
通知
№

区分
※

報告書
該当

ページ

措置
通知日

13 意見 Ｐ75

14 意見 Ｐ75

15 意見 Ｐ81

※ 指摘 ・・・ 条例や規則等に違反しているか、著しく適切さを欠くと判断したもの。

※ 意見 ・・・ 組織及び運営の合理化の観点から改善が望まれるとしたもの。

施設管理者や利用者が指定管理者の選定にその都度参加で
きる仕組みづくりの検討について

項目 所管課等

財政局
財産経営課

ファシリティマネ
ジメント推進室

入札・公募の応募者が少数の場合に対応を講ずることにつ
いて

団体構成員が業務を行う場合、契約条件を契約書に盛り込
むことについて

R7.1.17
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措置通知№ №1

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ14

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

所 管 課 等
創造都市推進局

文化・観光・スポーツ部
スポーツ振興課

本件指摘事項に係る高松市民早朝野球大会補助金については、監査結果報告を受けて
以降、事業完了後に提出する実績報告書には、事業結果や参加者等を記載した事業報告
書や、補助事業に要した経費の詳細を記載した出納簿を添付させることとし、補助事業
の実績内容が詳細に把握・確認できるように改めた。

平成11年度／行政経費としての補助金の機動性及び委託料
の効率性について

補助金交付団体の実績報告書に添付する事業報告書の統一的ルールを策定すべきもの
（高松市民早朝野球大会補助金）

補助金実績報告書に、事業報告書が添付されていない場合がある。自主運営後の団体
においては、担当課としての事業結果、実績の把握のあり方について、市としての統一
的ルール作りが必要と思われる。

令和7年2月10日

包括外部監査結果に基づく措置通知
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №2

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ26

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和２年度／持続可能な財政運営

ソフトウェア構築の際の委託における適正な評価項目による業者選定について（公共
施設マネジメントシステム）

ソフトウエアを委託により構築する際の、業者選定にあたっては、拡張性、あるい
は、変更可能性などについても評価項目とすることが望まれる。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

本件意見に係る公共施設マネジメントシステムについては、プロポーザル方式によっ
て構築業者を選定しており、同システム導入後は、保守契約のみで運用している。

なお、現時点ではシステム更新の予定はないが、今後、ソフトウエアを委託により構
築する場合は、業者選定に当たり、拡張性や変更可能性などについても、評価項目とす
ることとしている。
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №3

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

財政局
財産経営課

ファシリティマネジメント推進室

本件意見については、用途廃止予定及び用途廃止後の行政財産の貸付や処分を積極的
に実施するため、令和３年度以降、高松市未利用財産有効活用基本方針に基づき、施設
所管課に対し、全庁的な跡地利用希望調査の実施を促したほか、かがわＰＰＰ／ＰＦＩ
地域プラットフォームを通じて、民間事業者へのサウンディングを行うなど、活用方法
を検討する仕組みを構築している。

令和２年度／持続可能な財政運営

事前に本来用途に使用されなくなることが明確にされた行政財産の廃止後の活用方法
を検討できる仕組みづくりについて

担当部署で、本来用途に使用されなくなることが明確にされた行政財産について、使
用されなくなることが明らかになった時点から、廃止後の活用方法が検討される仕組み
とすることが望まれる。

令和7年1月17日

所 管 課 等

　P28、P47、P61、P81、P89、P95、P98、P127、P132、P136、P142、
P166
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №4

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和２年度／持続可能な財政運営

本件意見については、今後の施設の方向性を「廃止」や「用途変更」等とした施設ご
とに、個別計画（高松市公共施設再編整備実施計画）を策定し、具現化できるものから
順次、跡地利用に向けたスケジュール等を、市ホームページで公開していることなどか
ら、現時点では、廃止が必要な施設の優先順位を設定しないこととしている。

　廃止が必要な施設の優先順位とその理由の公表について

用途廃止される施設については、リストアップされている。このうち、廃止が必要で
あるものについてのリストを作成し、優先順位とその理由について記載し、何らかの形
で公表することが望まれる。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

　P29、P47、P98、P127、P133、P136、P180、P188、P194
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №5

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

本件意見については、令和４年５月に改定した高松市公共施設再編整備計画に基づ
き、施設評価（１次評価）において、供給面（利用状況等のサービス提供状況）の客観
的評価を実施するとともに、有識者会議での意見を踏まえて最終的な評価を行うことに
より、利用頻度が低い施設の方向性を検討する仕組みを構築している。

令和２年度／持続可能な財政運営

　利用頻度が著しく低下した施設の維持管理の適正性を検討する仕組みづくりについて

廃止が決まっているものではなくとも、施設の利用が著しく低下した場合も、担当部
署以外の部署により、維持管理が適当か、検討される仕組みとすることが望まれる。

令和7年1月17日

　P29、P66、P76、P83、P117、P133、P146、P170、P188、P197
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №6

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和２年度／持続可能な財政運営

地元譲渡とされている施設を実情に合った方向性へ速やかに転換できる仕組みづくり
について

地元譲渡とされていた施設については、方向性が利用者管理に転換しており、次期計
画策定以前にも、実情に合った方向性への転換を速やかに実施できる仕組み作りが望ま
れる。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

本件意見については、令和４年５月に高松市公共施設再編整備計画を改定し、本計画
において地元譲渡の方向性とした施設は、可能な限り早期の譲渡を目指して、施設ごと
に個別計画（高松市公共施設再編整備実施計画）を策定することとし、ファシリティマ
ネジメント推進室で進捗状況を管理している。

また、高松市公共施設再編整備実施計画は、高松市公共施設再編整備計画と異なる方
向性での策定を可としており、実情に即した方向性に転換できる仕組みを構築してい
る。

　P30、P126、P133、P169、P188、P194
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №7

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

P30、P181

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

指定管理者が管理する施設を売却する際の手続及び標準スケジュールをあらかじめ検
討することについて

指定管理者により管理されている施設について、売却する場合の具体的な手続や標準
スケジュールについて、あらかじめ検討する必要がある。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

令和２年度／持続可能な財政運営

本件意見については、令和３年度から、指定管理者制度導入施設のうち、売却による
民間活用を検討する場合は、指定管理者の更新時期に合わせて購入事業者を公募できる
よう、過去の事例を参考にして、検討手順や標準的な売却スケジュールを作成し、売却
に際しての体制を構築している。
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №8

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

本件意見については、令和４年５月に改定した高松市公共施設再編整備計画におい
て、既存の同種の施設を統合し、一体の施設として整備する集約化や、既存の異なる種
類の施設を統合することにより、これらの施設の機能を有した複合施設を整備する複合
化を推進し、公共施設の総量と将来更新経費の削減を図りながら、適正な配置を検討す
ることとしている。

令和２年度／持続可能な財政運営

複数の部署が管理する同種の施設及び関連の深い施設について、共同で適正な配置を
検討することについて

複数の部署が管理する同種の施設、および関連する施設について、共同で適正な配置
を検討することが望ましい。また、異なる施設であっても、関連の深い施設については
同様である。

令和7年1月17日

　P31、P66、P128、P131、P166、P185、P188
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №9

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ126

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和２年度／持続可能な財政運営

本件意見については、令和６年度から、りんくうスポーツ公園の「高松市公の施設指
定管理者導入施設に対する評価」において、同種の施設の稼働率を掲載するよう改め
た。

屋島競技場については、利用枠の設定のある大会等の専用利用と、利用枠の設定のな
い個人利用があり、稼働率の算出が困難なため、便宜上専用利用のみの稼働率を公表し
ているが、県内他市町の陸上競技場では同様の手法で稼働率は算出しておらず、また、
競技場の規模や用途により利用形態が異なることから、同種の施設の稼働率を掲載する
ことは難しいとの結論に至った。

今後、新たにスポーツ施設を整備する場合は、可能な限り同種の施設の稼働率算出状
況を参考に稼働率等を想定するとともに、公表する際は、想定していた数値も併せて公
表することとする。

新設のスポーツ施設の利用率の公表に併せて同種施設の利用率等を公開することにつ
いて

新しく建設したスポーツ施設について、利用率を公表するのであれば、どの程度の利
用を想定していたのか、あるいは同種の施設の利用率がどの程度か、等についても併せ
て公開することが望まれる。

令和7年1月27日

所 管 課 等
創造都市推進局

文化・観光・スポーツ部
スポーツ振興課
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №10

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ83

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和３年度／高松市の契約・選定事務

業務実施報告書に、実際の業務実況の記載を求めることについて（特別定額給付金業
務）

高松市特別定額給付金業務は、３億６千万円と、多額の契約であるが、業務実施報告
書には、業務実施前の業務内容説明書と思われるものが添付されている。これを添付す
るのは良いとしても、申請書送付から支払いデータ作成までの人数など、実際の業務の
実施状況について、実施報告書に記載するように、求めるべきであったと思われる。

令和7年2月5日

所 管 課 等
総務局

危機管理課

本件指摘事項に係る特別定額給付金業務については、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止のため、国が緊急事態宣言を発出した中、全国一斉かつ緊急的に執行された
ものであり、令和５年５月に同感染症が感染症法上の２類感染症から５類感染症に移行
したことから、今後、同感染症においては、同様な業務を執行することは想定していな
いが、監査結果報告を受けて以降、事案の概要と対応を課内職員に周知し、新たに同様
な事例が発生した場合に備え、適正な事務処理が行える体制を構築した。
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №11

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ66

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

選定委員に利害関係のある指定管理者の評価について、公表対象外の情報を提供する
ことの可否を、再検討することについて

選定委員に利害関係のある指定管理者の評価について、次回の選定にも影響を及ぼす
可能性があることから、公表するもの以外の情報を提供する事の可否を、再度検討する
必要がある。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

令和３年度／高松市の契約・選定事務

本件意見については、令和６年度から、年度当初の選定委員との協議時において、指
定管理者公募予定施設への利害関係の有無等を確認することとした。

その結果、利害関係がある選定委員は、関係する選定委員会等から除斥するととも
に、当該委員には、公表対象外の情報提供は行わないこととした。
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №12

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ72

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

本件意見については、従前から、提案内容に対する評価及び実現可能性に対する評価
を、「施設の効用を最大限に発揮するものであること」及び「安定して管理を行う能力
があること（又は確保できる見込みがあること）」に区分して、選定委員が評価してい
るが、監査結果報告を受け、各評価項目の設定理由や観点について、選定委員に改めて
周知している。

令和３年度／高松市の契約・選定事務

選定委員の評価により実施者を選定する場合、提案内容に対する評価と実現可能性に
対する評価を区分する方法の導入検討について

指定管理者の選定やプロポーザル方式による選定など、入札額を基本として選定する
のではなく、選定委員の評価により、実施者を選定する場合に、評価者による評価がば
らつく理由の一つに、提案内容は評価するが、その実現性に関する評価が分かれている
と思われるものがある。提案に対する評価と、実現可能性についての評価を、区分して
行う方法を導入することについて、検討することが望まれる。

令和7年1月17日
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №13

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ75

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和３年度／高松市の契約・選定事務

本件意見については、令和６年６月に、中核市を対象とした照会の回答を踏まえて検
討した結果、施設管理者や利用者は、現行の指定管理者との関わりが高く、それらの者
が指定管理者の選定に参加することは、公正な評価を得られないと考えることから、現
時点では、施設管理者や利用者が選定に参加する仕組みづくりは行わないこととしてい
る。

施設管理者や利用者が指定管理者の選定にその都度参加できる仕組みづくりの検討に
ついて

施設の管理者や、利用者がその都度選定に参加できるような仕組みについて、検討す
ることが望まれる。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №14

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ75

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和３年度／高松市の契約・選定事務

　入札・公募の応募者が少数の場合に対応を講ずることについて

応募者がゼロであったり、1者であったような入札・公募については、応募者が少な
い理由を探り、対応を検討することが必要である。特に、応募者が継続して少数である
ような公募については、継続して対策が講じられるよう、検討した内容、実施した対
応、そしてその結果について経緯を記録し、不断の対応が講じられるよう努めることが
望まれる。

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

本件意見について、従前から、指定管理者の募集に当たっては、募集事務を行う施設
所管課に対し、本市ホームページや広報紙などで広く募集するよう周知しているが、令
和６年度から、応募者が少数である場合には、専門家（大学教授等）の意見や指導を受
け、指定管理者の募集要項等を見直すことなどを周知した。
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包括外部監査結果に基づく措置通知

措置通知№ №15

指摘又は意見

監査実施年度／
監査テーマ

区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意 見 の 内 容

報 告 書 該 当
ペ ー ジ

Ｐ81

指摘又は意見に対する措置

措 置 通 知 日

措 置 結 果

令和7年1月17日

所 管 課 等
財政局

財産経営課
ファシリティマネジメント推進室

令和３年度／高松市の契約・選定事務

本件意見については、令和５年度から、施設所管課に対し、団体が指定管理者とな
り、実際に主要な業務を当該団体構成員が行う場合には、それぞれの業務分担を明確に
定めるよう、指定管理者の募集要項等に記載することを周知している。

また、団体への加入に大きな障壁がないことなど、団体構成員が業務を行う場合の条
件を協定書等に付記することを周知している。

　団体構成員が業務を行う場合、契約条件を契約書に盛り込むことについて

高松市が団体と契約を行う場合、実際に主要な業務を行うのがその構成員である場合
には、次のことについて条件とし、契約書にも盛り込む必要がある。
イ 団体への加入に大きな障壁がないこと
ロ 受託等業務の構成員への配分手続きが公平であること
ハ 業務の実施結果は、どの構成員が何をしたのかを含めて市に報告すること
ニ 団体自体と構成員の業務分担、責任分担が明確であること
ホ 委託価格が妥当であることが検証されること
ヘ 団体構成員が、独自または共同して応募することを妨げないことは当然であるが、
独自または共同して応募することの障壁になる仕組みが設けられておらず、その場合
も、希望すれば支援等が行われる制度となっていること
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